
① 介護報酬のプラス３％改定による職員の処遇改善と介護保険料
の上昇の抑制（1,154億円）
② 介護関係業務の未経験者を雇い入れた事業主への賃金助成
（99億円）

③ 移動リフト等の介護福祉機器導入費用の助成（19億円）

① 介護福祉士等の養成校の入学者に対する修学資金の貸付け
（320億円）

② 学生や教員に対して福祉・介護の仕事の魅力を伝えるための相談
助言
③ 潜在的有資格者の再就業を支援するための研修の実施
④ 福祉・介護の職場を体験する機会の提供
（②～④：205億円の内数）
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① 雇用管理改善に関連する業務を担う人材を雇い入れた事業主へ
の賃金助成（18億円）
② 処遇改善等のための人事制度を導入・運用し、かつ、雇用管理
改善のための取組を行う事業主に対する助成（２億円）
③ 介護事業主団体等に対する人材確保や雇用管理改善のため
の事業等の委託（７億円）
④ 新たに福祉・介護分野に従事する者に対する巡回相談の実施
（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）

① 全国の主要なハローワークに「福祉人材コーナー」を設置し、福祉
分野（介護・医療・保育）の人材確保に向けたマッチング機能を強化
（７億円）
② 介護福祉士及びホームヘルパー１級の養成に係る離職者訓練を
新たに実施（51億円）
③ 都道府県福祉人材センターによる福祉・介護人材確保のための取
組の支援（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）

① 介護職員の処遇改善に取り組む事業者への助成
（4,000億円）

② 現任介護職員等を研修等に派遣する場合の代替要員の雇
用に係る経費の助成（緊急雇用創出事業3,000億円の内数）

③ 養成校の教員等が事業所を巡回・訪問して、キャリアアッ
プ等のための研修の実施（98億円の内数）

① 離職者等に対して社会福祉施設等へ職業訓練を委託して実
施（緊急人材育成就職支援基金事業7,000億円の内数）

② 都道府県福祉人材センターにおいて個々の求職者に相応し
い職場の開拓や働きやすい職場づくりに向けた指導助言の実
施（98億円の内数）

③ 福祉・介護分野における離職者訓練の定員枠の拡充（105
億円の内数）

主な福祉・介護人材確保対策①

福祉・介護人材の安定的な確保のためには、①処遇改善等による定着の促進を進めるとと
もに、②多様な人材の参入の促進を図ることが必要。

→ 平成20年度補正、平成21年度当初、平成21年度補正予算により、多年度にわたる総合的な対策を実施。

処遇改善等による定着促進 多様な人材の参入促進
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